交野市　法適用申請に対する処分個票
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担当部署:　都市整備部 下水道課　
	処分の概要
	排水設備設置義務の免除に係る許可

	法令名
根拠条項
	下水道法　第10条第1項ただし書

	法令番号
	昭和33年法律第79号

	【基準】
　法第10条第1項ただし書の規定による。
　(排水設備の設置等)
第10条　公共下水道の供用が開始された場合においては、当該公共下水道の排水区域内の土地の所有者、使用者又は占有者は、遅滞なく、次の区分に従つて、その土地の下水を公共下水道に流入させるために必要な排水管、排水渠その他の排水施設(以下「排水設備」という。)を設置しなければならない。ただし、特別の事情により公共下水道管理者の許可を受けた場合その他政令で定める場合においては、この限りでない。
(1)　建築物の敷地である土地にあつては、当該建築物の所有者
(2)　建築物の敷地でない土地(次号に規定する土地を除く。)にあつては、当該土地の所有者
(3)　道路(道路法(昭和27年法律第180号)による道路をいう。)その他の公共施設(建築物を除く。)の敷地である土地にあつては、当該公共施設を管理すべき者

(※)ただし書きの許可対象については、間接冷却水の排出水、プールの排出水等公共用水域に直接放流しても水質の汚濁に影響が出ないと認められるものがこの要件に該当する。
　　昭和38年2月8日付建設省都市局長通知にて許可の条件として、下水道法施行令第6条により、対象区域の公共下水道からの放流水に定められている水質基準によって許可すること、許可にあたっては将来基準に適合しない汚水を放流した場合は許可を取り消すこと、汚水の排除状態を常時把握することを示されている。
　　許可に当たっては、工場又は事業場の付近に汚水を直接排出しても水質保全等の面で差支えない適当な公共水域の有無等総合的に判断する必要がある、また、将来の排水水質を確保するために、定期的にその水質の状態を公共下水道管理者に届け出ること等を許可の際に条件づける。

	標準処理期間
	過去に事例がないため、未設定。

	備考
	

	


	設定年月日
	平成24年10月1日
	最終変更年月日
	平成29年10月1日
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